　　　　　　　事　務　連　絡
平成26年3月31日

　指定共同生活介護・指定共同生活援助事業者　各位
　　大阪府福祉部障がい福祉室生活基盤推進課
指定共同生活援助への一元化にかかる手続き等ついて

　

　平素より本府福祉行政の推進にご協力いただきありがとうございます。　
　さて、このたび平成２６年４月より指定共同生活介護事業と指定共同生活援助事業について、一部改正されることとなり、サービス提供の内容及び指定申請方法等が下記のとおり変わりますのでお知らせします。
　
１　主な改正点

　（１）共同生活介護と共同生活援助が、共同生活援助に一元化されます。

（現行）　　　　　　　　　　　　（改正後）
指定共同生活介護事業
　　　　　　指定共同生活援助

指定共同生活援助事業　　　　　　介護サービス包括型又は外部サービス利用型
のいずれかを選択　
　　　≪介護サービス包括型≫

　　　　・現行の共同生活介護と同様に事業者が自ら支援を行います。

　　　　・世話人及び生活支援員の配置が必要です。

　　　≪外部サービス利用型≫　

　　　　・外部の居宅介護事業者と連携すること等による介護サービスの提供を行います。
　　　　・世話人の配置が必要です。（生活支援員は不要）

　　

　（２）サテライト型住居の創設
本体住居との密接な連携を前提として、１人暮らしに近い形態の住居の設置が可能となります。（入居定員１名、設備基準は同じ）
・本体住居から概ね20分以内
・主たる事業所から概ね30分以内
　　※詳しくは、厚生労働省ホームページ

平成26年3月７日実施　障害保健福祉関係主管課長会議資料

（４）障害福祉課/地域生活支援推進室/障害児・発達障害者支援室　分割版
　　　資料７　Ｐ116参照

平成25年11月11日実施　障害保健福祉関係主管課長会議資料
（３）障害者総合支援法の平成26年度施行について分割版　資料３　参照　　　　　http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryou/
　（３）障害程度区分⇒障害支援区分

　　　　共同生活援助に限らず、全てのサービスが変更となります。

　（４）加算の見直しについて
　　　①　日中支援体制の評価の充実

（ア）日中支援加算（Ⅰ）【新設】

　　　　　　65歳以上又は障害支援区分４以上の障がい者であって、日中を共同生活住居

　　の外で過ごすことが困難であると認められる利用者に対して、個別支援計画に基づいて行う昼間の時間帯における支援を評価する加算
　　　　（イ）日中支援加算（Ⅱ）【現行の日中支援加算】

　　　　　　予定していた日中活動サービス等を利用できなかった利用者に対する支援を評価する加算

2 　夜間支援体制加算

（ア）夜間支援等体制加算（Ⅰ）【新設】
　　　　　　夜勤を行う夜間支援従事者を配置している場合に算定

　　　　（イ）夜間支援等体制加算（Ⅱ）【新設】

　　　　　　宿直を行う夜間支援従事者を配置している場合に算定

（ウ）夜間支援等体制加算（Ⅲ）【現行の夜間支援体制加算（Ⅱ）と夜間防災・緊急時支援体制加算（Ⅰ）・（Ⅱ）を見直し】

　　　　　　常時の連絡体制・防災体制を確保している場合に算定
　　　 ③　医療連携体制加算

　　　　　 既存の医療連携体制加算（Ⅰ）～（Ⅳ）に加えて、医療連携体制加算（Ⅴ）

　　　　　 を新設
　　   ④　自立生活支援加算
　　　　　 自立生活支援加算の算定要件等の見直しが行われました。見直し内容について

は以下のとおりです。

　　　　【現行の算定要件】
・　過去2年間に単身生活等に移行した者が定員の5割以上であり、かつ、その
うち移行後の生活が6か月以上継続している者が5割以上

　　　　・　対象者ごとに６か月以内の移行に関する個別支援計画について市町村の承認
を得る

【見直し後の算定要件】
退去する利用者に対し、退去後の居住の場の確保、在宅サービスの利用調整等
を行った場合に算定
２　指定申請手続きについて
　　これまでどおり、大阪府での申請を行っていただきます。
　　ただし、事業所が所在する市町村が権限移譲市町村である場合は、各市町村又は広域課へお問い合わせください。　　
予約問い合わせ先・申請窓口　大阪府ホームページ参照

http://www.pref.osaka.jp/jigyoshido/jiritu_top/jiritu_siteisyorui.html
３　既に指定されている共同生活介護事業所及び共同生活援助事業所の必要な手続きについて
　　平成26年4月1日現在、指定共同生活事業及び共同生活援助の指定を受けている事業所については、共同生活援助事業所としてみなされます。
　（下表参照）
	平成26年4月1日時点の事業所の種類
	みなし事業所の種類

	指定共同生活介護事業所　　　　　　　　
	指定共同生活援助　
　　　　　(介護サービス包括型)事業所

	指定共同生活援助事業所　　　
	　　　　　外部サービス利用型

指定共同生活援助事業所

	一体型指定共同生活介護事業所
一体型指定共同生活援助事業所
	　　　　　指定共同生活援助
（介護サービス包括型）事業所

	経過的居宅介護利用型

指定共同生活介護事業所
	　　　　　外部サービス利用型

指定共同生活援助事業所

※引き続き経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所を行うことは可能


　　ただし、上記の表以外の種類を選択することも可能です。
（1） みなし事業所に係る手続きについて
　　【提出書類】
1 変更届連絡票
2 変更届

3 付表（平成26年4月暫定版）
4 運営規程

5 廃止届（４条関係）

6 障害福祉サービス事業等廃止届（18条関係）
7 指定書（原本）
8 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書

9 訓練等給付費の算定に係る体制等状況一覧表

10 返信用封筒（８２円切手貼付）

11 共同生活援助に係る体制（介給別紙９）
12 夜間支援等体制加算・小規模事業夜間支援体制加算(介給別紙１１)　
　※様式は大阪府ホームページからダウンロードできます。

※⑤⑥⑦については、平成26年4月1日現在共同生活介護及び共同生活援助の指定を
受けている事業所が
介護サービス包括型へ移行⇒共同生活援助の指定書を提出
外部サービス利用型へ移行⇒共同生活介護の指定書を提出

　共同生活介護のみ又は共同生活援助のみ指定を受けている事業所

⇒⑤⑥⑦の提出は不要です。
※⑪⑫については、夜間支援等体制加算を算定する場合は提出してください。

※指定書の交付等は行いません。　　
（２）サテライト型住居の追加を希望される場合の手続き

　　　事前協議を行いますので、電話で予約の上ご来庁ください。

　　　郵送では受け付けできませんのでご注意ください。
４　指定基準
　（１）共同生活援助
ア　人員に関する基準

≪介護サービス包括型≫　現行の共同生活介護と同様の基準

≪外部サービス利用型≫　現行の共同生活援助と同様の基準とした上で、世話人

の配置基準を共同生活介護と同様に６：１に見直す。
　　　　※経過措置　平成２６年４月１日現にある共同生活援助(外部サービス利用型)の世話人の配置基準については当分の間１０：１とする。

· 管理者　常勤１名

· サービス管理責任者　利用者30人に１人以上

　イ　設備に関する基準

　　　　以下の設備を設置すること

· 居室（１人あたり７．４３㎡以上）
· 居間・食堂
· 洗面所・便所・浴室その他必要な設備及び備品等

　　
　　ウ　運営に関する基準

　　　・個別支援計画の作成
・日常生活上の援助

・食事等の介護（介護サービス包括型）

・介護サービスの手配（外部サービス利用型）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　問い合せ先

大阪府福祉部　障がい福祉室
生活基盤推進課　推進グループ
指定担当（平日　９時～１８時）

府庁代表06-6941-0351内線4519
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直通06-6944-9174
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